
　社会資本総合整備計画 事後評価書             令和01年07月23日

計画の名称 常盤地区における防災のまちづくり

計画の期間   平成２７年度 ～   平成３０年度 (4年間) 重点配分対象の該当 〇

交付対象 益田市

計画の目標 常盤地区は、益田市の公共交通、文化、行政サービス、商業・業務機能などの都市機能が集約しており、本市の中心としての役割を担ってきた地区である。近年は、益田駅前地区第一種市街地再開発事業及び島根県芸術文化センター「グラントワ」

の完成のほか、都市計画道路中島染羽線の整備が進められており、本市における常盤地区の中心性や拠点性がさらに高まっている。しかし、地区内には現在でも老朽化した木造建築物が密集し、狭隘な道路も多く、避難路・避難地等の防災施設の

整備が十分でないことから、地域防災計画で指定避難所に位置付けられている吉田南小学校の周囲における防災公園の整備や同公園における防災体験を行い、防災性と子供の安全性を総合的に向上を図る。

全体事業費（百万円） 合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）                 221  Ａ                 221  Ｂ                   0  Ｃ                   0  Ｄ                   0 効果促進事業費の割合Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）         0 ％

番号

計画の成果目標（定量的指標）

定量的指標の定義及び算定式

定量的指標の現況値及び目標値

当初現況値 中間目標値 最終目標値

（H27当初） （H30末）

   1 常盤地区の避難場所収容人数の拡大　防災機能を備えた防災広場を整備することにより、災害時における避難者の収容人員の強化を行う。また、近隣小学校の児童に防災施設を体験してもらうことで、一次避難所の認知度の向上を図る。

常盤地区の一次避難場所の収容人数 0人 人 1150人

収容人数は、短期の収容力１人／１㎡で換算

   2 近隣小学校の児童に対する一次避難所の認知度向上

防災施設（かまどベンチ）を利用した防災体験を実施し、体験をした児童数を集計する 0% % 100%

防災体験を実施した児童数／近隣小学校の児童数

備考等 個別施設計画を含む － 国土強靱化を含む － 定住自立圏を含む － 連携中枢都市圏を含む －

1 案件番号： 0000130480



A 基幹事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 H27 H28 H29 H30 H31 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

市街地整備事業

A13-001

都市防災 一般 益田市 直接 益田市 － － 都市防災推進総合事業（

地区公共施設）

防災広場の整備（１箇所：０

．１ha）

益田市  ■  ■  ■  ■         221 －

 小計         221

合計         221

1 案件番号：  0000130480



事　後　評　価

○事後評価の実施体制、実施時期
事後評価の実施時期

公表の方法

○事業効果の発現状況

定量的指標に関連する
交付対象事業の効果の発現状況

定量的指標以外の交付対象事業の
効果の発現状況（必要に応じて記述）

○特記事項（今後の方針等）

益田市において評価を行い確定
事後評価の実施体制

0000130480案件番号：

事業完了後

益田市ホームページで公表

市役所庁舎の耐震化とともに常盤地区の防災まちづくり計画に沿って、地区公共施設を整備し、常盤地区の防災機能が構築され
た。

近隣小学校の児童に防災施設を体験してもらうことで、一次避難所の認知度並びに防災意識の向上が図られた。

災害時の活用はもとより、平常時についても積極的に活用を行っていく。



○目標値の達成状況

番号
指標（略称）
目標値／実績値 目標値と実績値に差が出た要因

 1

指標①収容人数は、短期の収容力1人/1㎡

最　終
目標値

1150人
目標値を達成

最　終
1150人

実績値

 2

指標②防災体験を実施した児童数/近隣小学校の児童数

最　終
目標値

100%
目標値を達成

最　終
100%

実績値

1 案件番号：0000130480


